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１－１ 特許庁とその所属機関の職制に関する施行規則の一部改正令案                              

韓国特許庁(2015.4.6.)  

 

産業通商資源部公告第 2015‐198 号 

 

 「特許庁とその所属機関の職制に関する施行規則」を改正するに当たり、国民に予め

お知らせし、意見を聴取するためにその改正理由と主な内容を行政手続法第 41 条の規定

により、次のように公告致します。 

 

2015 年 4 月 6 日 

産業通商資源部長官 

 

「特許庁とその所属機関の職制に関する施行規則」の一部改正令案の立法予

告 

 

1.改正理由 

 

 特許・商標等の出願に関する審査の処理期間を短縮し、審査官 1 人当たりの処理件数

を適正化を図るため、特許庁において特許・商標等の審査に向けた人材 33 人(5 級 2 人、

6 級 31 人)を増員し、「産業デザインの国際登録に関するハーグ協定」の発効(2014.7.1.)

を受けて国際デザイン登録出願に対する審査等の関連業務を情報顧客支援局と商標デザ

イン審査局にそれぞれ分掌する内容であり、「特許庁とその所属機関職制」(大統領令第 

号、2015.4. .公布・施行)の改正に伴い、部署別業務の一部を調整して業務遂行の効率

化を図る等、現行制度の運営上に表れた一部の不備を改善・補完することを目的とする。 

 

2.主な内容 

法律、制度関連 

 

関連 
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イ.「産業デザインの国際登録に関するハーグ協定」の発効による国際デザイン出願登録

業務の分掌(案第 10 条第 9 項、第 11 条第 4 項) 

 ○「産業デザインの国際登録に関するハーグ協定」による国際デザイン出願書類及び

意見書等の方式審査業務を国際出願課で担当 

 ○「産業デザインの国際登録に関するハーグ協定」による国際デザイン審査業務等を

デザイン審査政策課で担当 

 

ロ.公務員の定員を代替する時間制公務員の定員規定の追加(案別表 10) 

「行政機関の組織と定員に関する通則」第 24 条第 3 項により、特許庁とその所属機関に

置く公務員の定員のうち 5 人(6 級)は、時間制公務員に代替 

 

3．意見の提出 

 

 「特許庁とその所属機関職制の施行規則」の一部改正令案についてご意見のある機関、

団体及び個人は、2015 年 4 月 21 日まで次の事項を記載した意見書を特許庁長(参照：創

造行政担当官)宛てに提出してください。立法予告案の全文は、特許庁ホームページ

(www.kipo.go.kr)からご覧いただけます。 

 イ.立法予告事項に対する項目別の意見(賛否意見とその事由) 

 ロ.氏名(法人・団体の場合は、その名称と代表者の氏名)、住所及び電話番号 

 ハ.その他参考事項 

 

※宛先 

○(郵便番号：302-701) 

 大田広域市西区庁舎路 189、政府大田庁舎 4 棟 

 特許庁創造行政担当官 

 電話番号：(042)481-5054、Fax：(042)472-3504 

 電子メール：psbv2000@korea.kr 

 

 

 

 

２－１ 出損研の特許を無料で提供                        

電子新聞(2015.4.1.)  

 

 科学技術分野の出損研究機関が、有している特許を中小企業に無償で支援する。国の

関係機関の動き 
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研究開発(R&D)成果が民間に拡散すると見られる。 

 

 韓国科学技術研究院(KIST)は、1 日、「2015 上半期中小企業特許共有」において中小企

業に特許を無償移転すると発表した。 

 

 KIST は、ディスプレー、電子、半導体、医療、化学、健康食品など特許 64 件を公開

し、特許の譲渡を求める中小企業に無償で提供する予定だ。KIST は、特許譲渡を申し込

んだ企業に対して審査をして、今月中旬に対象企業に通知する計画だ。特許の移転を受

ける中小企業は、移転費用と年次登録料などの行政費用のみ負担することになる。 

 

 KIST は、中小企業の技術力を強化して創造経済を実現すべく、2013 年から特許の無償

移転を行っている。昨年は、102 件を中小企業に譲渡した。今年も 105 件を中小企業に

無償移転するという目標を掲げ、上半期と下半期に 1 回ずつ特許共有行事を行う予定だ。 

 

 KIST 知識財産経営チームの関係者は、「KIST が年間 700 件程度の特許を出願している

ため、すべての特許を保持するには無理がある。機関内で活用性が低い特許は、民間に

無償移転することで成果の拡散を目指している」と説明した。 

 

 韓国エネルギー技術研究院、韓国電子通信研究院(ETRI)など、その他出損研も未活用

特許の民間活用を拡大する特許共有に積極的に取り組んでいる。 

 

 エネルギー技術研究院は、先週、「エネルギー技術共有フェア」を開き、優秀技術 45

件と無償譲渡技術 46 件を公開した。エネルギー技術研究院は、中小企業の関係者とマン

ツーマンで相談を行い、技術移転などについて議論した。同研究院は、昨年にも特許 67

件を含めて技術移転の契約 32 件を締結した。 

 

 ETRI も特許共有に積極的だ。ETRI は昨年上半期に特許 103 件を中小企業 92 社に無償

移転したほか、下半期にも情報通信技術振興センターと協約を締結して特許 269 件を中

小企業 186 社に無償移転した。 

 

クォン・ゴノ記者 

 

２－２ 「2015 ウェアラブル・スマートデバイス国際フォーラム」が開催                                     

産業通商資源部(2015.4.1.)  

 

 眼鏡、時計、洋服など、身体に着用したり、付着したりすることが可能なスマート機

http://www.jetro.go.jp/indexj.html


 

   5 
Copyright @ JETRO All Rights Reserved  

 

器である「ウェアラブルスマート機器」の有効な国際標準化が韓国において開始される。 

 

 産業通商資源部の国家技術標準院は、4 月 2 日、ソウル・グランドインターコンチネ

ンタルホテルにおいて「2015 ウェアラブル・スマートデバイス国際フォーラム」を開催

する。 

 

 同行事を介して、最近政府で発表した「19 大未来成長動力※」に含まれた「ウェアラ

ブルスマート機器」の標準による産業育成を支援するため、ウェアラブル中核技術の動

向および標準化をテーマに米国、日本、中国など 5 カ国から 10 人の専門家が参加して推

進方向を模索する予定だ。 

※未来成長動力(未来部)‐産業エンジン(産業部)の統合決定('14.12.)により、未来成

長動力の総合実践計画(案)を発表('15.3.24.) 

 

 主な内容としては、「ウェアラブル・スマートデバイス」の技術および市場動向とウェ

アラブルを融合させたヘルスケア向けビッグデータの技術、センサー、バッテリーなど、

ウェアラブルの主な技術別動向とともに韓国の国際標準化の推進動向について、国内・

国外の専門家がテーマ発表を行う。 

 

 特に、グローバル市場動向調査機関である「フロスト＆サリバン」日本支社のマーク・

ダニエル・アインシュタイン代表が「今後のグローバルマーケットの見通し」について

発表し、ウェアラブル・ヘルスケア分野の有識者である米ジョージア工科大学の

S.Jayaraman 教授が「ヘルスケア向けウェアラブル機器の未来技術」などについて詳細

な説明をする予定だ。 

 

 また、市場の見通しおよび技術動向を反映した有効な国際標準化の推進戦略に対する

国内産官学の意見共有に向けて、テーマ発表者とともにパネル・ディスカッションを行

う。 

 

 同行事により、世界貿易機関(WTO)/貿易の技術的障害(TBT)の時代に差し掛かり世界中

が一つの市場に統合されたことで、国際規範として活用される国際標準の重要性が増し

ている中、世界中の有識者の最新情報を共有して、韓国技術の国際標準化の推進および

標準に基づいた効率的な産業育成の支援に向けた国内の認識を向上させる大事なきっか

けになると見られる。 

 

 国家技術標準院は、国際標準を介して産業育成と国際社会に貢献すべく、国際電気標

準会議(IEC)にウェアラブル・スマートデバイス専従組織の新設を提案した('14.11.)ほ
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か、国家標準コーディネータを指定して国の R&D と標準化連携策を含めた標準化ロード

マップを策定している。 

 

 今後、これと連携して国際標準化の課題の掘り起こし、国内認識の拡散および標準化

関連機関の力量の結集に向けて、持続的に多様な政策を推進していく方針だ。 

 

２－３ 忠北創造経済革新センターに「IP サポートゾーン」を開設                                     

デジタルタイムズ(2015.4.2.)  

 

 LG グループが支援する忠北創造経済革新センター(以下、忠北革新センター)は、ホー

ムページに特許支援の専用窓口である「IP サポートゾーン」を開設し、中小・ベンチャ

ー企業のための本格的な特許関連支援に乗り出した。 

 

 サポートゾーンには、約 2 万 9,000 件の特許が公開されている。忠北革新センターは、

これを介して特許の利用はもちろん、保有技術の特許化・収益化、特許紛争の交渉およ

び訴訟の諮問など、実質的な支援を提供する。オンラインの専用窓口を開設したため、

全国の中小・ベンチャー企業も忠北革新センターを訪問せずに特許に関する支援および

相談を受けることができる。 

 

 今年 2 月、忠北革新センターは、LG 電子と LG ディスプレー、LG 化学など、LG 系列の

8社が保有している特許約 2万 7,000件と政府出損研究機関の 16カ所の特許約 1,600件

を公開し、中小・ベンチャー企業が有償・無償で使用できるように支援すると発表した。

LG は、このうち約 3,000 件の特許を無償で提供する。 

 

 一方、忠北革新センターは、3 月 24 日に特許支援説明会を開き、忠北地域の中小・ベ

ンチャー企業に対して特許支援に関する今後の計画を説明し、支援を約束した。忠北革

新センターのユン・ジュンウォンセンター長は、同日の行事で「IP サポートゾーンを介

して、単なる特許の提供に止まらず、特許の権利化および収益化の支援、特許紛争時の

交渉・訴訟の諮問など、特許に係わるあらゆる支援が同時に可能となった」と説明した。 

 

パク・ジョンイル記者 

 

２－４ 特許庁、特許ビッグデータから未来有望技術を模索                                     

韓国特許庁(2015.4.2.)  

 

 特許庁は、4 月から 6 大産業分野(情報通信メディア、ディスプレー、半導体、陸上輸
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送、電力・原子力、生産インフラ)を対象に大掛かりの特許分析を行い、オリジナル・中

核特許を確保できる未来有望技術を掘り起こし、これに対する特許の先取り戦略を提示

する国家特許戦略の青写真構築事業(以下、青写真事業)を本格的に推進すると発表した。 

 

 青写真事業は、専門家の直観や経験などに依存して未来有望技術を掘り起こす慣行を

改善するために進められたが、特許庁が保有した 2 億 5 千万件の特許ビッグデータの分

析により、未来の有望技術を模索する事業である。そのために特許庁は、全産業分野を

18 大分野に分け、2012 年から毎年 3～6 大分野ずつ、2014 年まで 12 大分野に対する青

写真を構築した。 

 

 今年は、6 大産業分野に対する青写真を追加に構築して 18 大の全産業分野に対する第

1 回特許戦略の青写真構築を完成する計画で、今年 2 月から 2015 年度事業の推進に向け

て、政府・民間・学界を代表する分野別の専門家 60 人で構成された戦略委員会を発足し、

20 カ所の特許分析機関も選定するなど、事業を推進する体系を整えた。先週から産業分

野別に約 8 カ月にわたる特許分析をスタートした。 

 

 これから特許庁は、①6 大産業分野別に特許の観点から客観的な技術体系を構築し(4

月～5 月)、②産業分野別 100 万件以上の特許データを基に浮上性・有望性・オリジナル

性など、多様な特許指標を深層分析し(5 月～9 月)、③特許の観点から韓国の成長をリー

ドする未来有望技術を掘り起こして国レベルの先取り戦略を樹立(9 月～11 月)し、④そ

の結果は、年末に未来有望技術コンファレンスにて発表(11 月)、最終報告書にまとめて

発行する(12 月)予定だ。 

 

 特に今年は、事業結果の活用度を高めるため、中小企業が集中できる新事業の有望技

術の掘り起こし(ディスプレー、半導体など)、特許‐標準の連携分析(情報通信メディア

など)、国のインフラ産業の競争力向上(陸上輸送、生産インフラ、電力・原子力)など、

産業分野別の特性に応じてカスタマイズ型で進める予定だ。 

 

 また、各産業分野において最近注目を浴びている次世代の電力送電・配電、フレキシ

ブル・ディスプレー、システム半導体、スマートカー、モノのインターネット、フィン

テックなどの戦略事業を盛り込み、迅速に中核技術別の競争力分析などの深層分析を進

め、政府による政策との整合性も高める計画だ。 

 

 特許庁産業財産政策局のクォン・ヒョッジュン局長は、「特許戦略の青写真事業は、最近

注目されている証拠(データ)を基盤に策定した政策の代表事例だといえる。政府・民間によ

る R&D がオリジナル・中核特許を確保できる未来有望技術に集中的に投資されるよう、未来
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部と未来成長動力に対する特許競争力の分析を進めるなど、関連部処との協力も強化する計

画だ」と述べた。 

 

２－５ 「オープン審査」の促進で特許の無効化を早期に遮断                                     

韓国特許庁(2015.4.3.)  

 

 特許庁は、今年 4 月から年末まで生活産業の 9 分野※に対して、産業界と協力して審

査する「オープン審査」を試行的に実施した後、来年度からは、生活産業分野全般を対

象に「国民参加型のオープン審査」を本格的に推進することにした。 

※地盤、冷凍空調、セキュリティー、靴、電力、LED 照明、機能性食品、触媒化学、

薄膜トランジスター 

 

 「オープン審査」は、審査官が触れ難い産業現場の技術情報(主に非特許文献：設計図

面、カタログ、論文など)と産官学の専門家の知識・意見を受けて特許審査に活用する制

度のことだ。従来は、特許の無効審判と裁判の過程においてこのような資料が提出され、

特許が無効とされるケースが多数発生したが、「オープン審査」が活性化すれば、特許が

無効となる可能性を早期に遮断できると思われる。 

 

 米国などの先進国でも特許品質向上の一環として「オープン審査」の活性化に向けた

様々な対策を打ち出している。米国の場合、初めてのオープン審査ウェブサイトの

Peer-to-Patent('07~ '11)と Q&A方式の開放型オープン審査サイトの Ask Patent('12.9.

～)が米特許庁の支援で立ち上げられたほか、民間のオープン審査専門企業が立ち上げた

AOP(Article One Partners、'08.11.～)なども積極的に活動している中、昨年、オバマ

政権が「特許品質の向上に向けた大衆の参加」プロジェクトを発表するなど、オープン

審査制度の発展をリードしている。 

 

 韓国特許庁は、無効訴訟が多く発生し、産業現場における非特許文献情報が多い 9 の

生活産業分野を優先的に試行実施分野として選定した。これは、当該産業界が参加に対

する意志が強く、審査過程において産業現場で使われる技術情報の活用のニーズが高い

という点を考慮したものだ。 

 

 「オープン審査」に外部の専門家が負担なく参加できるよう、オン・オフラインの審

査協力チャンネルも設けた。出願人、産官学の専門家などが参加する「オープン審査協

議体」を構成して 2～3 カ月の周期で審査官が提示する特許の争点について産業界の意見

を収集して審査に活用する。オンラインでは SNS を活用して議論の対象となる特許の中

核技術情報を提供してから、追加の議論が必要となる場合、電子メールを利用して詳細
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情報を提供する。 

 

 このような審査協力の過程を介して、産業界の専門家と審査官の議論、コミュニケー

ションが活性化すれば、特許品質が向上するだけでなく、特許権の付与基準において産

業界と審査官の見解の温度差が縮まり、審査結果に対する産業界の不満が減るほか、こ

れまで専門家の領域とされてきた審査行政のハードルが低くなり、開放型特許行政が促

されるきっかけになると期待されている。 

 

 特許庁は、産業界の専門家が提供する情報が審査に活用される場合、所属機関に対す

る手数料の減免、外部の諮問に対する手当支給、褒賞などのインセンティブの提供によ

り、オープン審査に対する参加を活性化していく計画だ。何よりも「オープン審査」へ

の参加によって与えられる最大の特典は、中核特許のトレンドを持続的に観察できるた

め、研究や市場対応などの活用はもちろん、紛争や無効の可能性が高い特許に早期対応

することで企業経営の不確実性を除去できるという点だ。 

 

 特許庁は、「オープン審査」が産業発展と企業経営に貢献する制度として定着し、その参

加対象も「産業界の専門家」から「一般国民」に拡大されるよう、年末まで試行的に実施す

る過程において見出されるメリットおよびデメリットを総合分析し、韓国産業の現状に応じ

た「オープン審査の最適モデル」を構築した後、来年からは生活産業分野全般にわたる「国

民参加型オープン審査」に拡大していく計画だ。 

 

２－６ 特許庁、「医療機器‐特許分類の連携表」を作成                                     

韓国特許庁(2015.4.6.)  

 

 医療機器の特許出願および登録動向を算出できる新しい分類基準が提供される。 

 

 特許庁は、すべての医療機器を 14 の中分類および 80 の小分類に区分し、各類型と関

連特許分類(IPC)を 1：1 にマッチングして「医療機器‐特許分類連携表」を作成した。 

 

 「医療機器‐特許分類連携表」は、医療産業で一般的に通用される医療機器の類型に

おいて IPC の観点から作成した分類基準だ。医療機器産業と特許を関連付けて提供する

ことで、医療機器メーカなどに各医療機器の類型別の特許出願、登録現況に関する情報

を容易に提供できると見られる。 

 

 特許庁は、「医療機器‐特許分類連係表」を参考にこの 10 年間('05～'14)の医療機器

特許の出願および登録動向も発表した。 
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 このデータによると、この 10 年間の医療機器特許の出願は、計 58,734 件で年平均

6.9％増加し、特許登録は計 28,559 件で年平均 8.2％増加した。 

 

 中分類別で見ると、医療用品/器具、手術治療機器、治療用補助装置の分野で最も多い

出願と登録が行われ、出願人の類型別で見ると、個人、外国、中小企業、大学/公共研の

順だった。 

 

 各中分類別の主要出願人の類型を見ると、治療用補助装置とリハビリ用補助機器など

では個人、医療用品と整形用品などでは外国、医療情報機器では中小企業、生体計測機

器と体外診断機器では大学/公共研が最も多い特許出願と登録をしたことが分かった。 

 

 出願人別で見ると、この 10 年間、医療機器分野における最多特許出願機関はサムスン

電子、最多特許登録機関はサムスン・メディスンだった。 

 

 出願、登録いずれも上位 10 位にランクされた機関は計 9 カ所で、類型別では国内大企

業が 2 カ所、大学/公共研が 5 カ所、外国企業が 2 カ所となった。 

※(大企業)サムスン・メディスン、サムスン電子、(大学/公共研)高麗大学校、ソウル

大学校、延世大学校、韓国科学技術院、韓国電子通信研究院、(外国企業)米キンバ

リークラークワールド、日ユニ・チャーム 

 

 中堅企業の中では、オステム・インプラントが最も多い特許出願と登録をし(出願/登

録それぞれ 14 位)、中小企業の中では㈱JVM が最多特許出願(21 位)、メガジェン・イン

プラントが最多登録(29 位)となった。 

 

 中分類別の主な特徴を見ると、医療用品/器具は、吸収用品と水滴装置、医療容器を中

心に 14 の中分類のうち最も多い出願と登録が行われ、外国企業※が多出願および多登録

で 1 位と 2 位にランクされた。 

※米キンバリークラークワールド(出願 1 位、登録 2 位)、日ユニ・チャーム(出願 2

位、登録 1 位) 

 

 伸び率を見ると、出願は映像診断機器(13.33％)と手術治療機器(13.27％)、登録※は

体外診断機器(22.93％)と映像診断機器(20.08％)が最も高い割合で増加したことが分か

った。 

※麻酔呼吸機器分野の登録の伸び率は 21.26％だが、登録件数全体(145 件)が極めて少

なかったため除外 
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 その中でも映像診断機器の場合、最近サムスン・メディスンとサムスン電子による出

願と登録が大幅に伸びた※ことが影響したと見られる。 

※('12～'14、映像診断機器分野ベース)サムスン・メディスンとサムスン電子による

出願は計 820 件で出願全体(2,204 件)の 37.2％、登録は計 286 件で登録全体(1,028

件)の 27．8％ 

 

 特許庁医療機器審査チーム長は、「従来は医療機器と特許を連携できる分類基準がなか

ったため、企業が当該分野の特許動向をあまり把握できなかったが、これからは新しい

分類基準を介して各分野における競合会社の分析、ライセンシング対象の掘り起こし、

特許戦略の策定などに活用できる特許情報をもっと簡単に収集できると思われる。特許

庁は、今後も同連携表を新しい特許分類である CPC にまで拡大するなど、分類基準と統

計を持続的にアップデートし、共有する予定だ」と述べた。 

 

 特許庁で提供する「医療機器‐IPC 連携表」と関連特許出願および登録動向は、特許庁医

療技術研究会のホームページ(http://www.kipo.go.kr/club/medicaltech、会員登録が必要)

で閲覧できる。 

 

２－７ 特許庁、韓国特許英文抄録事業に民間による参加を大幅に拡大                                     

韓国特許庁(2015.4.7.)  

 

 特許庁は、国内の知識財産(IP)翻訳産業の育成と翻訳品質の向上に向け、これまで主

に公共機関で担当していた韓国特許英文抄録(KPA)※事業において民間翻訳専門業者の

参加割合を大幅に拡大する計画だ。 

※KPA は、海外審査官および一般ユーザが韓国の特許技術を容易に把握できるよう、

英文の抄録を製作・普及する事業 

 

 KPA 事業は、韓国特許情報院が担当してきたが、昨年から民間の翻訳専門業者に一部

を開放(翻訳物全体の約 1 割)した。事業評価の結果、翻訳の品質が改善されただけでな

く、優秀であることが明らかとなり、今年は翻訳物全体の 3 割水準に拡大し、参加企業

も 2 カ所に拡大運営する予定だ。 

 

 KPA は、海外特許庁の審査官を含め、海外の一般ユーザも容易に活用できるよう、海

外の検索サービスによって提供され、海外における国内特許技術の保護を強化し、グロ

ーバル紛争の予防に貢献してきた。 

※KPA は、海外の国際調査機関が特許を審査する際に必ず調査する PCT 最少文献にお
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いて、韓国特許文献が含まれるようにする基礎要件となっている。 

※国際調査機関(ISA)：特許協力条約の総会(PCT 総会)が一定の要件を満たした各国の

特許庁または政府機関の中で国際調査ができるように指定した機関 

※PCT 規則第 34 条：公式言語が韓国語でない国際調査機関は、韓国の特許文献に対す

る英文要約書が存在する場合に限って国際調査に韓国特許文献を盛り込む義務が生

じる。 

 

 昨年、特許庁は、KPA の品質向上に向けて翻訳物の 1 割を民間の IP 翻訳専門業者を介

して遂行した。ネイティブ水準の検収割合を 55％まで引き上げた上、最終的な検収段階

で特許審査部署の英文エディターによる品質評価を追加するなど、様々な取り組みを進

めた。 

 

 その結果、海外審査官およびユーザを対象とする KPA の品質満足度は 2013 年上半期の

78.70 点から 2014 年下半期には 82.76 点に上がるなど、持続的に向上された。 

 

 特許庁は、今年も KPAの品質向上に向けて、民間 IP翻訳業者に対する品質競争の導入、

未検収物に対する品質評価などを実施する予定だ。 

 

 品質競争を介して KPA翻訳を担当する2社を選定し、25％前後の翻訳物を配分した後、

翻訳品質評価の結果が優れた業者に対して 5％前後の翻訳を追加提供する。さらに、遂

行業者の翻訳納品物に対する品質評価などを経て、民間委託率を徐々に拡大していく予

定だ。 

 

 現在、翻訳を遂行する民間の IP 翻訳専門業者を選定するための事前規格が公開されて

おり、調達の入札によって 5 月中に翻訳遂行業者が選定される見通しだ。 

 

 情報顧客支援局のチャン・ワノ局長は、「KPA の製作に民間 IP 翻訳業者が参加することで

IP 情報サービス産業の活性化を図り、良質の KPA を提供することで海外における韓国特許の

活用と保護が一層強化されると見られる」と述べた。 

 

２－８ 特許庁、グローバル知財権紛争対応の支援事業を開始                                     

韓国特許庁(2015.4.7.)  

 

 特許庁は、海外に進出(予定)している中小・中堅企業の特許権・商標権に関わる紛争

予防および対応に向けた「国際知財権紛争対応支援事業」を開始する。 
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 支援対象は、国内・国外において知識財産権を保有している中小・中堅企業で、支援

内容は、▲国際知財権紛争予防コンサルティング、▲懸案中心のモジュール型コンサル

ティング、▲K‐ブランドの保護コンサルティング、▲企業間協議体の構築および共同対

応の支援などで、その所要費用の一部を企業に支援することになる。 

 

 まず、「国際知財権紛争予防コンサルティング」により、輸出の事前分析、特許保証の

対応、ライセンス戦略、紛争拡大の予防など様々な戦略が提供されるほか、優秀な特許

を基に欧米など海外市場への展開を試みる中小・中堅企業が主な対象だ。 

 

 また、韓国ブランドの保護に向けた「K‐ブランドの保護コンサルティング」を今年初

めて支援する。国内商標の現地化・海外競合会社の商標分析・紛争情報の提供、海外に

おける無断な先登録商標・デザイン権に対する権利回復などに向けたコンサルティング

を提供する。中国およびベトナム、タイなど ASEAN 地域に進出(予定)する企業向けの支

援事業だ。 

 

 「K‐ブランド相談センター」の運営を介して、海外における韓国ブランドの被害事例

の受付・相談、海外商標検索の支援、法律諮問および関連支援事業の連携サービスを支

援 し て い る 。 相 談 の 申 し 込 み は 「 国 際 知 財 権 紛 争 情 報 ポ ー タ ル

(IP-NAVIwww.ip-navi.or.kr)」の「 K-BRAND 相談コーナー」または相談センター

(02-2183-5891)で受け付けている。 

 

 オリジナルメニューの開発により韓国料理のグローバル化を進めているクァク・フー

ド FC の関係者は、「中国に進出する前に現地における商標の無断な出願有無を確認する

ため、中国商標特許庁を通じて検索したが、調べ方が難しくて困っていた時、K‐ブラン

ド相談センターに助けてもらった。さらに、先願商標が見つかったため、現地の IP-DESK

を介して異議申立の支援手続の案内も受けるなど、ワンストップサービスが非常に役に

立った」と話した。 

 

 国際知財権紛争の環境に迅速に対応し、企業の負担も軽減できる「懸案中心のモジュ

ール型コンサルティング」も支援する。 

 

 紛争リスクの分析や契約書の分析など、当面した紛争課題に合わせて選択・申し立て

ができる。所要費用は 800 万ウォン～1,800 万ウォン、所要期間も 2 カ月以内であるた

め、短期間・最少費用で紛争対応戦略を立てられるというメリットがある。紛争予防に

対する深層コンサルティングを受けたい場合には「国際知財権紛争予防コンサルティン

グ」に申し込めば、総合的かつ体系的な戦略を立てられる。 
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 さらに、紛争に対する共同対応体系の構築に向けた企業間協議体も支援する。申し込

みの資格は、中小・中堅・大企業の 3 社(中小・中堅企業が 2 社以上)以上で、知財権紛

争の経験を共有し、共通の懸案の掘り起こしおよび分析・諮問などを支援する。 

 

 産業財産保護協力局のクォン・オジョン局長は「韓国企業が海外市場に進出するには、

知財権紛争を予防する取り組みが必要だ。同事業が中小・中堅企業による輸出拡大と知

財権紛争に対応する力量強化に貢献すると見られる」と述べた。 

 

 「国際知財権紛争対応の支援事業」の第 1 回目の申し込み期間は、4 月 6 日～24 日までで、

支援費用などの詳細は「国際知財権紛争情報ポータル(IP-NAVIwww.ip-navi.or.kr)」で確認

できる。詳しい内容は、特許庁産業財産保護支援課(042-481-5992)または韓国知識財産保護

協会(www.kipra.or.kr、02-2183-5871~8、ipkipra@kipra.or.kr)で案内している。 

 

２－９ 第 1 回特許庁の非正常の正常化に関する推進協議会が開催                                     

韓国特許庁(2015.4.8.)  

 

 特許庁は 4 月 8 日、ソウル事務所大会議室にて 2015 年第 1 回非正常の正常化に関する

推進協議会を開催する。非正常の正常化に関する推進協議会は、教授、弁理士、企業関

係者、公務員など内部・外部の委員 15 人で構成されており、今回の協議会では 2014 年

度の非正常の正常化に関する推進成果を点検し、2015 年度の推進計画について議論する。 

 

 2014 年、特許庁は、善意の商標使用者に示談金などを要求するなどの被害をもたらす

非正常的な「商標ブローカー行為」を撲滅するため、職権審査を強化するなど様々な正

常化方策を講じて実行してきた。その結果、商標ブローカー行為が非正常であるとの認

識が広がり、特許庁の拒絶決定に対して不正な目的で起こした不服審判、異議申し立て

が減少するなど、行政力の無駄使いと紛争を予防する成果を上げた。 

 

 2015 年には、昨年の筆頭課題だった「商標ブローカーの撲滅」を持続的に推進する一

方で、最近深刻さを増している海外商標ブローカーによる被害の予防、特許の虚為表示

の防止などの内容を追加して「国内・国外の商標ブローカー行為、特許の虚為表示など

の非正常的な特許・商標の慣行改善」を筆頭課題として選定し、集中的に取り組みを推

進する計画だ。 

 

 特に、2015 年度非正常の正常化に関する推進方向を「政府 3.0 パラダイムに基づいた

知識財産分野の非正常的な制度および慣行の正常化」に設定することで、非正常の正常
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化を推進する全過程において公開・共有・対話・協力および国民参加の機会を拡大する

予定だ。 

 

 2015 年の推進計画によると、特許庁は正常化に関する課題を掘り起こすため、弁理

士・企業家などの政策需要者を直接訪問して企業団体との懇談会を開催するなど、一般

国民とのコミュニケーションも強化する計画だ。また、正常化に関する課題の推進現況

について、公式ホームページ(www.normal.go.kr)をはじめとする様々なチャンネルを利

用して公開し、推進段階の全過程を国民と共有する。正常化に関する課題が完了してか

らもオン・オフラインで一般国民の様々な意見を収集して再び政策に反映するなど、非

正常的な慣行が再発することがないように管理していく。 

 

 さらに、体系的・戦略的な広報により「非正常の正常化」に関する推進状況を知らせ、

正常化の推進において傘下機関・関連機関との協力を強化して正常化政策を次第に拡大

していく計画だ。 

 

 特許庁は、今回の協議会の中で得られた意見および討議結果を基に、2015 年度特許庁にお

ける非正常の正常化に関する推進計画と筆頭課題の詳細な推進戦略を確定し、実行していく

としている。 

 

２－10 10 日に特許法改正案を上程…「特許の無効化率を減らし、損害賠償額を    

    引き上げる」                                     

電子新聞(2015.4.9.)  

 

 特許法改正案に対し、官民の専門家が意見を交わした。 

 

 9 日、国会の世界特許(IP)ハブ国家推進委員会は、国会憲政記念館にて「2015 世界特

許ハブ国家未来戦略シンポジウム」を開催し、10 日に国会に上程予定の特許法改正案に

ついてパネル・ディスカッションと質疑応答を通じて議論した。 

 

 今年 2 月、新政治民主連合のウォン・ヘヨン議員が代表発議した特許法改正案は、被

告人の特許侵害確認を容易にする実施行為の提示義務規定を新設した。これによって特

許の無効化率を引き下げるとのことだ。また、特許侵害による損害賠償額を現実化する

内容も盛り込まれている。 

 

 現在、韓国特許審判院の特許無効認容率は 6～7 割に上っている。つまり、新規性と進

歩性が認められずに無効とされる出願特許が多いということだ。特許権を侵害した者が
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侵害事実を否認できないように実施形態を必ず提示するように義務付け、損害賠償額も

実際の損害額の 3 倍まで賠償を受けられるように規定を強化した。 

 

 イ・ギュホン部長判事は、「特許無効率が極めて高く、損害賠償額が極めて少ないとい

うのは周知の事実だ。(特許法改正案の)条文をより具体化する作業が必要で、知識財産

権に関する訴訟の特殊性を説得できる論証の研究が求められる」と述べた。 

 

 特許庁産業財産保護協力局のクォン・オジョン局長は、「国内の特許侵害による損害賠

償額は、米国の 6 分の 1 水準に過ぎない。完全な制度の整備まではさらに時間がかかる

と思われるが、持続的に関心を寄せる必要がある」と述べた。 

 

チョン・ミナ記者 

 

２－11 公正委、'14 年の事件処理件数 4,079 件、課徴金の賦課金額 8,043 億ウォン            

公正取引委員会(2015.4.9.)  

 

◇公正取引委員会(以下、公正委)は、2014 年の事件受付および処理現況を分析・整理し

て統計年報を発行した。 

 

□昨年、公正委は公共入札および民間生活の分野などにおける談合および各種不公正取

引行為の摘発・是正に力を注いだ結果、事件の受付および事件の処理件数が前年比そ

れぞれ 0.6％(3,985→4,010 件)、18.6％(3,438→4,079 件)増加した。 

 

○公共入札および国民生活などで合計 76 件(警告以上の措置件数)の談合を摘発し、法

人はもちろん加わった役職員に対しても告発するなど、厳しい制裁を下した。 

 

○独占的発注者・需要者であるため民間企業に比べて不公正行為の波及効果がはるか

に大きい公共企業の不当支援などの不公正行為を摘発・是正し、公共部門の競争活

性化を誘導した。 

 

○インターネット検索市場および企業向けソフトウェア市場の不公正慣行に対して同

意議決を介して迅速な競争秩序の回復措置を取った。 

 

○スマートフォンを利用したモバイル電子商取引市場の拡大に伴う消費者被害の増加

傾向に対応して、モバイル電子商取引事業者の情報表示方法を提示し、音源・IPTV

などデジタルコンテンツ分野および国内・国外のアプリケーション・マーケット運
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営者の不公正約款を是正した。 

 

○創造経済の一翼を担っている創作者の権益を保護するため、アイデア公募・出版の

契約当時、知識財産権の帰属・使用に関する不公正約款を是正した。 

 

□以上のように法律違反に該当して警告以上(自主是正を含む)の措置をした事件は、合

計 2,435 件で、前年(2,167 件)比 12.4％増加した。 

 

○前年比是正措置の件数が高い割合で増加した分野は、電子商取引法 288.4％(138→

536 件)、訪問販売法 84.6％(13→24 件)だった。公正取引法分野においては企業結

合に関する違反行為 85.7％(21→39 件)、不当な共同行為 68.9％(45→76 件)、経済

力集中の抑制に関する違反行為 40.0％(45→63 件)が増加した。 

 

○減少した分野は、下都給(下請け)法△16.0％(1,085→911 件)、表示広告法△7.6％

(250→231 件)、加盟事業法△5.4％(74→70 件)となった。 

 

□課徴金賦課額の合計は、公正委の過去最大規模の 8,043 億ウォンで、前年(4,184 億ウ

ォン)比 92.2％増加した。 

 

○違反類型別の賦課額は、不当な共同行為 7,694 億ウォン(全体の 95.7％)、不公正取

引行為 127 億ウォン、下都給法 104 億ウォン、大規模流通業法 60 億ウォン、その他

58 億ウォンだった。 

 

□昨年行われた 345 件の処分のうち訴訟提起件数は 71 件(20.6％)で、訴訟提起率は前年

(12.0％)比 8.6％ポイント増加した。 

 

○2014 年度に判決が確定した事件は 132 件で、そのうち全部勝訴 106 件(80.3％)、一

部勝訴 9 件(6.8％)で、全部勝訴率が前年比 6.7％ポイント増加した。 

 

□公正委は、事件の処理とは別途に 2014 年度に 57,859 件(国民目安箱 18,509 件、電話

相談 39,060 件、訪問相談 290 件)の苦情を処理した。 

 

２－12 FTA を利用して特許・商標を保護                      

産業通商資源部(2015.4.9.)  

 

 産業通商資源部と特許庁は、韓国中小企業が中国およびベトナムと締結する自由貿易
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協定(FTA)により、特許権と商標権の保護を受ける方法について、地域巡回の説明会を開

催する。 

 

 これまでは、中小企業が FTA 協定文の中で「知識財産権の保護」に関する規定を産業

現場で活用しようとしても、法律の解釈に関する内容が多数含まれていたため、FTA 電

話相談(1380)など FTA 活用を支援する機関を介しても専門的な相談を受けることができ

ないという問題があった。 

 

 今回の知識財産権に関する地域説明会では、FTA 協定文の中でも「中国とベトナム市

場における特許・商標の保護」に特化して開催する初めての説明会で、説明会に参加す

る中小企業は、中国・ベトナム企業による有名商標の先取り、模倣品の流通、権利救済

の遅延など、非関税障壁によって発生する問題の解決策を具体的に説明するため、地域

企業の FTA 活用がさらに促進されると見られている。 

 

 4 月 10 日から 30 日までチャンウォン、オチャン、グンサンなどの産業拠点地域にて

計 5 回にわたって行われる同説明会は、中国・ベトナム輸出に興味のある中小企業が FTA

を活用して知識財産保護の特典を得られる方法を聴取し、訴訟方法などについてコンサ

ルティングを受けられるように企画されたものだ。 

 

 特に、中国およびベトナムとの FTA 交渉に参加した政府の交渉担当者が直接特許・商

標権の保護条項に関する内容および趣旨を説明するほか、特許庁および知識財産研究院

の専門家は、中小企業が海外市場において経験する知識財産権紛争の合理的な解決策に

ついてコンサルティングを提供する計画だ。 

 

 産業通商部と特許庁は、中小輸出企業が知識財産保護に関する力量を備え、FTA 活用

に対する意志を高められるため、説明会、企業相談会などを随時開催する一方、企業の

ニーズも持続的にモニタリングする方針だ。 

 

 同地域説明会において提起された意見は、今年 6 月末まで『自由貿易協定を活用した知識

財産保護マニュアル』の形で発行し、中小企業が中国とベトナムにおいて知識財産権保護に

対する実質的な指針として活用するように支援する予定だ。 

 

２－13 農村振興庁、ロイヤルティに対応するための研究を加速化                      

農村振興庁(2015.4.9.)  

 

 農村振興庁は、国内農家のロイヤルティ支給の負担を減らすため、産官学が協力して
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事業団を構成するなど、積極的にロイヤルティに対応するための研究を遂行した結果、

年度別に約 10～20％ずつロイヤルティ支払いの推定額が減少していると発表した。 

 

 2002 年に植物新品種保護国際同盟(UPOV)に加盟したことを受け、ロイヤルティ支払い

の義務が 2012 年からすべての作物に拡大した。そのため、農村振興庁は 2006 年からロ

イヤルティ支給率が高いいちご、ばらをはじめ、2007 年に菊、2008 年に蘭、キウイ、2009

年にきのこなど 6 品目に対してロイヤルティ対応品種の開発を進めた。 

 

 その結果、ばら、いちごなど 12 品目に対する年間のロイヤルティ支給額が 2012 年の

176 億ウォンから 2014 年 136 億ウォンに減少したと見られている。 

 

 ロイヤルティ対応に向けて花卉、果樹、きのこなどを中心に 2007 年から 423 品種を開

発して農家に普及している。これによるロイヤルティの削減効果は、2007 年の 4.7 億ウ

ォンから 2014 年に 77 億ウォンに増え、この 8 年間で 311 億ウォンを削減した。 

 

 その中でもいちごの場合、ロイヤルティ対応研究の以前にはほとんど日本の品種に依

存してきたが、2007 年の 34.6％から 2014 年 86％まで国産品種に代替したほか、ばらの

国産品種使用率は、2007 年の 4.4％から 2014 年に 29％まで引き上げた。 

 

 また、農村振興庁は、国産品種の代替に止まらず、海外からのロイヤルティ基盤の確

保と国内育成品種の違法な持ち出しに備えるため、いちごや菊など優秀な新品種につい

て、海外における品種保護出願と適応性試験を推進している。 

 

 これまで日本など 4 カ国で菊、ばらなど 114 品種を出願して 42 品種を登録した。2009

年以降はいちご、とうもろこしなど 11 カ国に 8 品目 51 品種に対して海外適応試験を推

進している。 

 

 農村振興庁研究政策局のイ・ジンモ局長は、「国境のない種子市場で迅速な対応を取り、

競争優位を確保するためには、民間育種の成熟を誘導し、国際市場に適した優良品種の開発

を促すことで、品種保護制度を活用した種子輸出競争の優位を占める取り組みを進めなけれ

ばならない」と述べた。 

 

２－14 特許庁、特許無効率の減少に向けた総合方案を本格的に推進                      

韓国特許庁(2015.4.14.)  

 

 特許庁は、4 月 10 日に開催された第 13 回国家知識財産委員会の本会議において、「特
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許権の法的安定性の向上に向けた特許審査・審判制度の改善方案」について議決し、こ

れを本格的に推進するとの方針を明らかにした。 

 

 基本的な方向は、「特許審査は正確に、特許権保護は強力に」で、無効化される特許を

減らし、特許権の法的安定性を向上させることだ。そのための重点的課題として、▲高

品質の強い特許の創出、▲不良特許の防止および早期解消、▲登録特許権の法的安定性

の向上を推進する。 

 

 具体的に見ると、まず、高品質の強い特許を与えられる審査基盤を拡充するため、審

査官 1 人当たりの処理件数の適正性を検討し、関係部処の協議を通じて人材の補強を推

進する計画だ。 

 

 現在、審査結果を共有している米国・日本などの主要 5 カ国(IP5)に加えて豪州・カナ

ダも対象国にするほか、先進特許分類を導入し、先行技術資料のデータベースも拡充し

ていく予定だ。 

 

 審査の過ちを事前に是正するため、審査結果通知書の発送前に品質評価を実施し、衰

弱分野を中心に協議の審査も活性化する見通しだ。 

 

 次に、欠陥がある特許の発生を最小限に止め、間違って登録した特許を早期に解消で

きる制度を導入する。 

 

 つまり、設定登録前までは、審査官が再び審査できるよう「職権再審査制度」、そして

登録後 6 カ月までは誰でも欠陥のある特許に対して異議を申し立てられる「特許取消申

請制度※」の導入に向けて特許法改正を進める。 

 ※米国・欧州はすでに類似した制度を施行中で、日本は 5 月から導入予定 

 

 さらに、登録特許権の法的安定性を向上するため「無効審決予告制度※」を導入して

審判官が最終的に無効審決をする前に、特許権者に予告通知をして訂正機会を付与する。 

 ※日本は 2012 年からこの制度を施行しており、無効予定特許の約 16％を救済してい

る。 

 

 無効審判の審理方式を特許権者中心に改善する計画だ。請求人の単なる周知・慣用技

術に関する主張について具体的な証拠提出を求めるなど、無効審判請求人の立証責任を

厳重に適用する。ひいては、米国・日本など主要国の審判・審理方式を調査して、職権

探知主義と弁論主義の望ましい適用方案を樹立するとしている。 
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 審決文を記載するとき、単純な技術対比の形式から離れ、発明全体を対比判断する形

式に改善し、審判官の事後的考察による特許性の判断ミスを防止する。また、特許事件

の正確な技術争点を把握するために口頭審理も充実化する。 

 

 特許事件の合理的な解決および判断基準のバランスを保つため、審級間の望ましい役

割分担の方案について研究・検討し、共同フォーラムやセミナーなどの意見交換も活性

化することにした。 

 

 特許審判院のソン・ヨンシック企画審判長はブリーフィングで「今回の方案は、特許権の

法的安定性の向上に関する初めての総合方案として大きい意味がある。韓国の特許無効率の

減少と創造経済基盤の強化に役立つと見られる」と述べ、期待を示した。 

 

２－15 特許庁、特許法改正案の最終点検に向けた公聴会を開催                      

韓国特許庁(2015.4.15.)  

 特許取消申請制度の新設、共有特許制度の改善など、様々な制度改善課題が反映され

た特許法の一部改正法律案に対する最終的な公聴会がオンライン・オフラインで同時開

催される。 

 

 特許庁は、2015 年特許法改正案に対する公聴会を 4 月 15 日、韓国知識財産センター

19 階の国際会議室で開催する。 

 

 特許庁は先月 19 日、①強い特許創出に向けた特許検証の強化、②共同所有特許の活用

促進、③権利の迅速な確定などを中心に特許取消申請制度の導入、共有特許制度の改善

など 18 件の制度改善課題を反映した特許法改正案を立法予告(3.19～4.28、40 日間)し

ている。 

 

 今回の公聴会は、特許法改正案に対する最後の公聴会であるだけに、全ての制度改善

課題をその性格に応じて 3 つのセッションに分け、セッション別に奥深い議論を行う予

定だ。 

 

 まず、第 1 セッションのテーマは、共有特許制度の改善、通常実施権の無登録保護制

度の導入など、特許の活用促進に向けた制度改善案に設定した。 

 

 創造経済の重要キーワードである特許技術の活用を促し、実施事業を保護するための

制度改善課題が主に議論され、共有特許の技術移転を促すためにその他共有者の同意を
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得なくても自身の持分全体を譲渡できるように大学と企業が共同所有している特許の活

用要件を緩和した共有特許制度の改善案、相対的に特許弱者である通常実施権者の実施

事業をさらに安定的に保護するために通常実施権を特許庁に登録しなくても権利の保護

を受けられるようにした通常実施権の無登録保護制度の導入も盛り込まれている。 

 

 第 2 セッションでは、特許の保護強化および紛争長期化の防止に向けた審判制度の改

善案が盛り込まれている。 

 

 これは、最近増加傾向にある特許紛争の実態を踏まえて、特許紛争による企業の負担

を軽減する一方で特許権者の権利も充実に保護するために関連制度を合理的な方向に改

正するものだ。 

 

 主な制度改善事項としては、特許無効審判の段階において審理進行中に無効の可能性

を発見した場合、権利者に予め通知して追加的な訂正機会を保障することで特許権の安

定性を高める無効審決予告制度の導入、無分別な訂正審判により無効審判などの特許紛

争が遅延されるのを防止するための訂正審判請求時期の合理的な制限がある。 

 

 そのほか、無効審判の審理遅延を防止するための訂正請求取下げ可能時期の調整、訴

訟手続きにおいて審判結果の活用に向けた訴訟当事者の手続き中止申請権の導入なども

盛り込まれている。 

 

 最後に第 3 セッションでは、特許の検証および保護の強化に向けて導入された特許品

質監視制度の改善案を集中的に取り扱う。 

 

 特許審査品質の信頼度を高める一方、出願人は欠陥を早期に是正して無効の可能性を

軽減するための制度改善課題として、誰でも取消理由を提出するだけで欠陥のおそれが

ある登録特許を見直し、欠陥が確認された特許を早期に取り消すことができる特許取消

申請制度を導入する。特許が決定した後でも登録前まで重大な欠陥が見つかった場合に

は、審査官の職権で特許決定を取り消し、審査を再開できる職権再審査制度も導入され

る。 

 

 また、特許出願後の権利未確定期間の短縮、企業の特許監視負担を軽減するための審

査請求期間の短縮、正当な権利者保護に向けて導入された正当権利者の出願可能期間制

限の廃止、特許権移転請求制度の導入、国民の利便性向上に向けた代理人委任状提出制

度の改善なども幅広く議論される予定だ。 
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 同公聴会には、特許出願人、企業の特許担当者、教授、弁理士など様々な特許関係者

が参加して活発な討論を行う予定で、事前登録なしで参加できる。 

 

 今 回 は 公 聴 会 の 状 況 を ユ ー チ ュ ー ブ に よ り イ ン タ ー ネ ッ ト で 生 中 継

(http://www.youtube.com/kipoworld)するため、オフライン公聴会に参加できない場合

でも議論の内容が確認できる。 

 

 また、特許庁のフェイスブック(http://www.facebook.com/kipoworld)にてリアルタイ

ムで Q&A を並行し、双方向コミュニケーションを図る公聴会として進行するとしている。 

 

 特許審査企画局のキム・ヨノ局長は、「今回の公聴会は、特許庁が 1 年以上の意見収集お

よび研究を重ねてまとめた 18 件の制度改善課題に対する最終的な意見収集の手続きだ。イ

ンターネット中継および SNS 上の Q&A を伴うオープン型の公聴会であるだけに、ご関心のあ

る国民の皆様に様々な意見を送っていただきたい」と述べた。 

 

 

 

 

※今号はありません。 

 

 

 

 

※今号はありません。 

 

 

 

 

５－１ 中小製薬会社、「ジェネリック医薬品の独占販売」にチャレンジ                             

デジタルタイムズ(2015.4.9.)  

 

 ジェネリック医薬品の独占販売権を提供する「優先販売品目許可」に中小製薬会社が

積極的にチャレンジしている。 

 

 食品医薬品安全処(以下、食薬処)によると、医薬品の許可特許連携制度が施行された

3月 15日から 4月 3日まで、計 41の製薬会社で 134件の優先販売品目許可を申請した。

模倣品関連及び知的財産権紛争 

 

その他一般 

 

デザイン（意匠）、商標動向 

 

関連 

 

http://www.jetro.go.jp/indexj.html
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申請品目は、特許を侵害していないことを特許審判院・法院が認める場合、最長 9 カ月

間独占販売できる。 

 

 医薬品の許可特許連携制度は、ジェネリック医薬品の許可をオリジナル医薬品の特許

と連携して出す制度だ。かつては食薬処からジェネリック医薬品の許可を受ければ、特

許の有無にかかわらず発売することができたが、これからは許可の申請後、特許を有し

ているオリジナル製薬会社が異議を申し立てる場合、9 カ月間発売が禁止される。その

代わりに、第一に許可を申請して初めてオリジナル医薬品の特許を無効化したジェネリ

ック医薬品については、9 カ月間独占販売できる優先販売品目許可を提供する。 

 

 食薬処によると、現在特許庁に登載されている 26のオリジナル医薬品のうち 11件は、

2013 年基準で生産(輸入)実績 100 億ウォン以上の「ブロックバスター」医薬品で、国内

実績の上位 1％に含まれる。このジェネリック医薬品の独占販売権が得られれば大きな

収益が期待されるだけに、製薬会社間の先取り競争が白熱している。現在 26 の医薬品の

うち 12 件においては、すでに 3 社以上の製薬会社がそれぞれ優先販売品目許可を申請し

ている。同時に数社の製薬会社が特許挑戦に成功する場合には、同時販売もできる。 

 

 許可を申請した製薬会社を規模別に見ると、売上高 1,000 億ウォン以上の場合が 15

社(37％)、1,000 億ウォン未満の場合が 26 社(63％)で、中小製薬会社の数が比較的に多

くなった。同制度について、R&D と特許インフラが充実に備えられた大手製薬会社に有

利に作用するとの一部の懸念とは異なって、中小製薬会社が積極的に同制度をチャンス

として活用している。ただし、品目数においては売上高 1,000 億ウォン未満の製薬会社

が申請した品目数が 61件(46％)、1,000億ウォン以上の製薬会社が申請した 73件(54％)

をやや下回った。 

 

 食薬処への許可申請に続き、独占権を獲得するための特許訴訟も相次いでいる。業界

によると、先月に同制度が施行された後、特許審判院に受け付けられた許可特許連携制

度に関する審判請求件数が 600 件を超えた。 

 

 業界の関係者は「特許に自信を持っている業者は、これから積極的な特許挑戦によっ

てジェネリック医薬品市場の先取りに取り組むと見られる。営業力に依存する従来のジ

ェネリック医薬品戦略から他社より一足先に許可を得られる特許戦略に重きを置くしか

ない状況になりつつある」と説明した。 

 

ナム・ドヨン記者 
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５－２ ゲーム市場の委縮により特許出願も急減                             

デジタルタイムズ(2015.4.15.)  

 

 国内のゲーム市場が委縮したことで、ゲーム産業の特許出願件数も急減したことが分

かった。 

 

 14 日、韓国統計庁によると、昨年国内のオンライン・モバイルゲームに関する特許出

願件数は合計 232 件で、前年比 5.3％減少した。 

 

 国内のオンライン・モバイルゲームの特許出願件数は、2013 年からオンラインゲーム

市場の規模が縮小されたことで、昨年まで 2 年連続の減少を見せていた。2013 年には、

オンラインゲーム市場の規模が前年比 19.6％減少し、同年の特許出願件数も 42％急減し

た。昨年にはオンラインゲーム市場の規模が 3.0％減少し、特許出願件数は 5.3％減少し

た。 

 

 韓国コンテンツ振興院によると、2012 年に 190.6％の伸び率を見せたモバイルゲーム

市場は、昨年 4.2％の成長に止まった。オンライン・モバイルゲームの特許出願件数は、

国内のゲーム市場が成長すると同じく成長し、委縮すると同じく委縮する傾向が見られ

た。 

 

 実際、オンラインゲームの成長により国内のゲーム市場規模が前年比 18.5％増加した

2011年には、特許出願件数も前年比 80％増加した。しかし、ゲーム市場の伸び率が 10.8％

に減少した 2012 年には、特許出願件数が前年比 4％減少した。2013 年には、市場規模と

特許出願件数がそれぞれ 0.3％、42％減った。 

 

 国内におけるゲームの特許出願件数が減少傾向を見せている中、国内ゲーム業界の国

際特許出願の実績も低迷している。 

 

 韓国特許庁によると、2011 年から 2013 年の間、売上高上位 20 社が米国内で出願した

特許件数は、18 件に過ぎなかった。これは国内ゲーム市場が飽和状態となり、海外市場

において突破口を開こうとするゲーム業界の動きとは対照的な現象だ。 

 

 専門家は、ゲーム業界が国内・国外における特許の確保に一層積極的に取り組み、国

内・国外市場で発生し得る特許紛争に備えると同時に、類似したやり方のゲームコンテ

ンツが溢れかえっている中で自社ならではの競争力を備えなければならないとアドバイ

スしている。 
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 ゲーム業界の関係者は、「ゲーム市場が急成長を遂げた時期には、様々な国内業者が新

規ゲームの開発に乗り出していたため、ゲームのやり方や駆動方法など関連技術の特許

出願も活発に行われていた。今は、市場の成長が伸び悩み、ゲームの開発に直接手掛け

るよりパブリッシング(配給)に重きを置く傾向が強まっているため、特許出願件数も減

少したと見られる」と述べた。 

 

キム・スヨン記者 
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